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1 　はじめに
近年，大学経営の環境は，大学教育の需給両
面において大きく変化している。需要面では，
その需要者の中心となる高校卒業者の動向が鍵
を握る。平成 4 年に18歳人口が205万人とピー
クに達した後，減少の一途をたどり，平成15年
には146万人（ピーク時の71.2％），平成22年に
は122万人（同，59.5％）までに落ち込んだ 1 ）。
そして，この18歳人口の推移はそのまま高校卒
業者の減少（平成 4 年：181万人→平成22年：
107万人（平成 4 年の59.1％））と密接に関係
し，少子化に伴う高校卒業者の減少は大学入学
志願者の減少要因となる。しかし文部科学省の
『学校基本調査』によると，高校卒業者はピー
クの平成 4 年から平成22年の間に40％ほど減少
したものの，その一方で各年度の浪人生を含む
大学入学志願者は平成 4 年の92万人から平成22
年には68万人と25％程度の減少に留まった。こ
れは高校卒業者に占める大学入学志願者の割合
が平成 4 年の35.5％から平成22年の55.6％と20
ポイントほど上昇したことによって少子化によ
る減少効果を抑制したからである。ただし文部
科学省では平成33年以降に少子化傾向がさらに
進展し，それ以降，大学教育の需要である入学
志願者数の減少が加速すると予想している。
次に供給面をみると，平成 4 年に523校だっ
た大学数は平成15年に702校，平成22年には778
校にまで増加した 2 ）。また，この時期は大学の
新規設置だけでなく，既存の大学が新たに学部
を開設するケースも多く，大学教育の供給の大
きさを示す入学定員は，平成 4 年の47万人から
平成15年には54万人，平成22年には57万人と約
20％増加した 3 ）。さらに私立大学では，多くの
大学が入学定員以上の合格者を出し，最終的に
入学定員を上回る数の学生を受け入れている。
より具体的には，私立大学では入学定員の1.3
倍を超えると，文科省から学部等の経常費補助
金が不交付となり，経営上の不利益を被るが，
入学定員が1.3倍未満までなら学生を引き受け
ても問題は生じないということになる。つまり
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1 ）この需要面の議論は，平成22年12月 9 日に実施された文
部科学省中央教育審議会大学分科会の大学規模・大学経営
部会（第 9 回）において配布された資料 2 － 2 （以下，文
科省資料）を参考にした。
　　また近年，大学教育の需要者は高卒者に限らず，社会人
や高齢者，そして外国人留学生などに拡大している。しか
し，その需要者の中心は依然として高卒者であることか
ら，ここでは高卒者に絞って議論する。
2 ）文部科学省「学校教育基本調査」より
3 ）注 1 の文科省資料による
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大学教育の実質的な供給量は，この入学定員超
過可能分を考慮する必要があり，その条件を組
み入れて推定すると平成22年の大学教育の最大
供給量は約70万人となる 4 ）。
このように大学教育市場では，平成 4 年以
降，需要の減少と供給の拡大に伴い超過需要は
急速に縮小し，特に直近の平成22年には，市場
全体で需要は68万人，供給は70万人と既に供給
が需要を超過している可能性が示唆される 5 ）。
こうした大学教育の超過供給は規模が小さい大
学群で既に確認されており，実際に少なくない
大学で定員割れが生じている。こうした大学群
では，定員割れが続けば，経営が悪化し，その
対応としての経費削減，さらには教職員の削減
など大学教育の質低下をもたらすことが予想さ
れる。そして，それが更なる定員割れを引き起
こし，結果的に大学閉鎖へとつながりかねない
のである。事実，定員割れを起こした大学の中
には新入生の新規募集を停止し，閉鎖に踏み
切った大学があり，近年，その数が増加してい
ることが確認できる 6 ）。
こうした定員割れから大学の閉鎖という一連
の流れは，定員割れを起こさず，さらに言え
ば，より多くの受験生を集め，大学教育が多く
の人に需要されているということを対外的に示
すことが極めて重要であることを物語ってい
る。かつて入試において，大学が学生を選抜し
てきたが，近年では学生が大学を選ぶという立
場の逆転が生じており，今日の大学経営におい
て，志願者確保のために効果的な戦略的取り組
みを遂行することが喫緊の課題となっているの
である。
こうした時代において，各大学は，教育の内
容の充実という大学教育の質向上だけでなく，
学生生活のサポートの充実，卒業後の安定した
就職先の提供，費用を掛けずに入学を可能にす
るなど大学教育に付随する様々な取り組みを
行っている。そこで本研究では，大学入試を中
心とした数量データを用い，大学教育を供給す
る大学がその需要を喚起するために行う取り組
みの効果に焦点を当て，学生の入学志願に影響
を及ぼす要因を分析する。そして，分析結果に
基づき，志願者増加という目的に対して大学が
取るべき戦略的な取り組みを提示する。なお，
分析対象は大学志願動向の約 7 割を占める私立
大学とし，また学部によって入学志願特性が異
なる可能性を考慮し，本研究では社会科学系の
経済学・経営学・法学関連学部に限定して検討
を行う。
本研究の構成は以下の通りである。次節では
本研究に関連する先行研究をレビューする。 3
節では，大学教育の需要に関する理論展開よ
り，分析モデルを提示する。 4 節では使用デー
タを利用し，入試関連状況を概観する。その
後，計量モデルを説明し，分析結果を示す。そ
して最後に本研究をまとめ，結語とする。
2 　先行研究
大学教育の需要に関しては，Becker（1964）
が人的資本理論によって個人の進学選択の意思
決定を取り扱って以降，経済学の分野において
多くの研究が蓄積されている。人的資本理論に
基づく研究では，大学教育は，その教育を受け
た学生の生産性を高めることから大学進学を一
種の投資とみなし，主に教育投資の収益率と大
学進学との関係を検証している。特に，日本の
大学進学を対象とした研究では収益率の上昇が
大学進学を促しているという点が明らかになっ
ている 7 ）。また，これに関連して，大学教育の
一種の収益率を意味する大学卒業後の進路状況
の効果についての分析も行われ，大卒者の大企
業就職率の上昇や東証一部上場企業への良好な
4 ）平成22年の入学定員数が57万人，また全国の大学在籍者
数の約75％が私立大学生であることから，ここでも入学定
員総数の75％が私立大学と仮定すると，私立大学の入学定
員数は42.8万人，この定員の1.3倍が55.6万人，国公立大学
の14万人強とあわせると，約70万人となる。
5 ）ここでの需要は高卒者（浪人を含む）のみを対象にして
おり，社会人や高齢者などが含まれていないことに注意が
必要である。
6 ）定員割れに関する一連の記述は，注 1 の文科省資料およ
び日本私立学校振興・共済事業団，私立経営情報センター
（2008）による。
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就職状況がそれぞれ有意に大学教育の需要増と
関係していることが示されている。このほか大
学教育需要に対して効果があることが見出され
た変数としては，家計所得に代表される大学進
学のための資金調達可能性，学費等の大学進学
にかかる費用，合格率，保護者の最終学歴，大
学進学希望者の学力，そして貸与奨学金の採用
などがある 8 ）。
また，こうした大学進学の意思決定のほかに，
具体的な個別大学の選択に関して心理学的アプ
ローチを中心に研究がおこなわれてきた9 ）。志願
者増加という目的に対して大学が取るべき戦略的
な取り組みを提示することが本研究の目的である
ことから個別大学の選択要因についての先行研究
を見ることは重要である。まず学問分野の性役割
分担の影響に焦点を当てた今栄（1994）は，あ
る教育大学の教員養成課程を構成する各科の入
試志願者と入学者の女性比率を分析し，その科
選択において，技術・数学・理科は男性性，家
政・国語などは女性性といった性役割ステレオ
タイプが影響していることを明らかにした。そ
れゆえ，工学部などの男性性の強い学部は需要
者が男性に偏る結果，相対的に志願者確保が困
難となり，学問の性役割を取り除いていくこと
の重要性が指摘されている。こうした傾向は男
子学生比率が相対的に高い経済学部や法学部に
おいてもあてはまると考えられる。
次に，大学の評判やイメージに着目した中
島・折橋・安田（2005）では，東京に所在する
大学学部・学科の志願倍率と様々な心理的要因
との関係を検証した。まず前年度の志願倍率が
高かった学科は次年度の志願倍率も高いという
結果が得られ「志願倍率が高いと次年度の受験
生が減少する」という通説は成立していないこ
とを指摘する。前年の志願倍率とは，受験者に
よる学科の評価であり，その高さは評価の高さ
を意味する。それゆえ，今年の志願倍率にプラ
スの効果を及ぼすと考えられる。そのほか学生
や企業などの第三者評価という要因も大きな影
響を及ぼしている一方で，学科名などの「イ
メージ」的な要因は志望校の選択にそれほど強
い影響を及ぼさないことを示した。また佐藤・
倉元（2006）は，学部の名称を工夫し，イメー
ジ向上を狙う大学の戦略に焦点をあて，高校生
が大学の学部名に抱くイメージを調査したとこ
ろ，総じて伝統的な名称の学部のイメージが良
く，新奇な学部名称は良く受け取られていない
傾向がみられた。つまり，新奇な学部名称の設
定は先の研究と併せて考えると効果はほとんど
ないことが示唆される。
また入試のあり方が与える影響については，
岩本・星（2000）が国公立大学文学部系の学部
学科を対象に，個々の大学の吸引力という視点
から「入試制度」「大学・学部の特徴」「入試難
易度」が受験生の志願動向に与える影響を検討
したところ，大学・学部の特徴よりも入試制度
や難易度の効果が高く，特に入試科目数や併願
可能性など受験のしやすさが志願倍率を高めて
いることが明らかとなった。
そして，大学教育の本質の部分について，武
本（2003）では所属する大学の志願者のニーズ
を分析した結果，大学を選択した理由は，開講
されている講座の内容が最も重視され，また卒
業後使える技能やコミュニケーション能力そし
て外国語能力を高めたいという教育内容の充実
という大学教育の質についてのニーズの存在も
明らかとなった。
7 ）これら一連の代表的な研究として，学校基本調査等の集
計されたマクロデータを利用したものでは，矢野（1984），
Nakata and Mosk（1987）， 荒 井（1995, 1998） 矢 野・ 濱
中（2006）などがあり，また個別大学の情報などのマイク
ロデータを利用したものでは，五十嵐（1999），島（1999, 
2007, 2010）などがある。
8 ）これらの変数を利用した研究としては，注 7 に挙げたも
ののほかに，藤村（2007）がある。
9 ）要因分析以外にも高校生の進学決定過程に関する研究な
どがある。たとえば，栗山・上市・齊藤・楠見（2001）
は，高校生の進学の意思決定は，自分の考えるすべての条
件を満たさないと意思決定を行わない「完全追求方略」，
重要な条件順を考慮していく「属性効用方略」，現実との
妥協点を探りながら意思決定を行う「絞り込み方略」，最
も重視する条件が満たされれば意思決定を行う「満足化方
略」の 4 つの要因があり，意思決定の流れには，「完全追
求方略」→「属性効用方略」→「絞り込み方略」といった
条件を十分に比較検討する「熟慮型」と，「完全追求方略」
→「満足化方略」へと至る「短慮型」の二つの決定過程が
あることなどが明らかにされている。
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以上の議論より，大学教育の需要，特に個別
大学の教育需要を分析する際，経済学的なアプ
ローチのほかに性役割分担，大学の評判やイ
メージ，入試のあり方，そして大学教育の本質
といった点に対して大学が取り組むことで需要
を喚起することが可能になると考えられる。本
研究では，これら先行研究の結果に留意して分
析を進める。
3 　分析モデル：大学教育の需要導出
近年，東京大学大学院教育学研究所の大学経
営・政策研究センター（2007）において，高校
生の進路に関する大規模な調査が実施され，高
校生の大学教育需要についての詳細が明らかに
されつつある。その調査によると，高校生が大
学進学を考えた理由は，「職業に必要な資格を
取りたいから」「高卒ではよい就職先がみつか
らないから」といった投資側面のほかに，「学
生生活を楽しみたいから」という消費側面も見
受けられる。さらに「勉強してみたい分野が見
つかったから」「幅広く多くの人々と知り合う
ことができるから」といった投資もしくは消費
のどちらにもとれる理由もあった。ともあれ大
学教育の需要者は大学教育を投資財としてだけ
でなく，消費財としてもみていることが確認で
きる。
そこで，本研究の分析モデルでは，個人は大
学教育に対して投資と消費の両面をもつと想定
して検討する10）。まず個人は 2 期活動し，大学
教育は第 1 期にのみ購入する。このとき，個人
は大学教育から消費として効用を高めると同時
に投資として第 2 期の所得増加効果を得るもの
とする。ここで個人の予算制約は以下の通りと
する。
第 1 期：Y1=C1+PU・E+S ①
第 2 期：Y2=C2 ②
　Yt：ｔ期の所得（t＝1, 2）
　Ct：ｔ期の消費（t＝1, 2）
　PU：大学教育の価格
　E：大学教育の購入量（需要量）
　S：貯蓄（第 1 期のみ）
また，第 2 期の所得は第 1 期に大学教育を受
けることで投資効果によって上昇することから
以下のように定義する。
Y2=Y1+ρ・E+（1+r）・S ③
ρ：大学教育の限界（期待）収益
r ：市場利子率
ここで①～③式より，以下の 2 期通期の予算
制約式を得る。
Y1+ 1
1
+r（Y1+ρ・E+（1+r）・S）
=C1+PU・E+S+ 1
1
+r C2
∴Y1= 1
1
+ k C1+ 1
k
+ k C2+ 1
1
+ k（PU－k・ρ）・E
ただし，k= 1
1
+ r  ④
次に，この個人の効用関数を次のように定義
する。
U（E, C1, C2）
　=α・lnE+（1－α）・lnC1+ 1
1
+δ lnC2 ⑤
α：大学教育の消費選好度
δ：第 2 期における消費の割引率
④，⑤式より
Z=α・lnE+（1－α）・lnC1+ 1
1
+δ lnC2
　－λ・（ 1 1+ k C1+ 1 k+ k C2+ 1 1+ k ・A・E－Y1）
ただし，A=PU－k・ρ10）ここでの議論は，五十嵐（1999），小塩（2002）がベー
スとなっている。
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またλはラグランジュ乗数である。ここで 1
階の条件より
∂
∂Z
E = E
α－λ・1
A
+ k =0
∴　 E
α = λ・1
A
+ k  ⑥
∂
∂Z
C1　
= C
1－α
1　
－λ・1
1
+ k = 0
∴ C
1－α
1　
=λ・1
1
+ k  ⑦
∂
∂Z
C2　
=（
1
1＋δ）C2　
－λ・1
k
+ k = 0
∴ （
1
1＋δ）C2　
=λ・ 1
k
+ k  ⑧
⑥，⑦式より
C1= α
1－α・A・E ⑨
⑥，⑧式より
C2=α
1
・k（1+δ）・A・E ⑩
⑨，⑩式を④式に代入し，整理すると以下の
大学教育の需要関数Eを得る。
Y1= 1
1
+ k ・α
2+δ
・k（1+δ）・A・E
= 　11＋1
1
+r
　・α
2+δ
・（1+δ）・（PU－1
ρ
+ k ）・E
　 　　 α・（2+r）（1+δ）・Y1∴ E=
（1+r）（2+δ）（PU－1
ρ
+r　）
 ⑪
また，大学教育の限界費用が限界期待収益以
下となるとき，大学教育の需要は無限大となる
ため，このモデルでは限界費用が限界期待収益
を上回るものと想定し，以下の条件を設定する。
PU－ 1
ρ
+ r ＞0　　∴ PU＞ 1
ρ
+ r
この条件にしたがって，各パラメータの大学
教育需要への効果について比較静学分析を行う
と，それぞれ以下の符号条件が得られる。
∂E　　　 ∂E　　　∂E　　 ∂E
∂PU　
＜0，
∂Y1　
＞0，
∂α
＞0，
∂ρ
＞0
この結果は，大学教育の価格が低下する，第
1 期の所得が増加する，個人の大学教育消費の
選好度が強まる，大学進学による収益性が高ま
る，と大学教育の需要が増加することを示して
いる。本研究では，特に，後者二つの消費選好
度，進学の収益性の観点を中心に大学の需要喚
起に関する取り組みを検討する。
4 　分析
4 － 1 　近年の私立大学入試の特徴
今節で利用する数量データは，2009年および
2010年に発行された旺文社『螢雪時代臨時増刊
全国大学内容案内号』からとったものであり，
使用可能な情報を得ることができた私立大学の
経済学・経営学・法学系の学部は，北海道から
沖縄県まで190大学357学部にのぼる。
このデータを利用して近年の私立大学の入試
状況を概観する。まず志願動向をみる前に，入
試の方法からみてみよう。一般的に私立大学で
は，指定校や公募などの推薦入試や年度終わり
の 1 月から 3 月にかけて行われる学力試験のほ
か，近年では，AO入試を実施する大学が増
え，帰国子女や社会人を対象とする特別入試な
ども行われている。このように入試には多様な
方法が採用されており，表 1 に入試における多
様化の状況をまとめた。
表 1 をみると，特別入試において推薦入試
は，指定校推薦の実施割合が98.9％，公募制推
薦が97.8％と，ほぼすべての学部で実施されて
いる最も一般的な特別入試である。一方，最も
実施割合が低い形態はAO入試である。しか
し，AO入試は導入された歴史が浅いにもかか
わらず，既に 7 割を超える大学で実施されてい
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図 2．志願倍率の分布
図 1．非学力入試入学率の分布
表 1．入試の多様化状況（N=357学部）
推薦入試 指定校 353学部 98.9％
公募 349 97.8
AO入試 253 70.9
その他入試 319 89.4
上記，特別入試をすべて実施 219 61.3
センター入試利用 321 89.9
上記，すべての入試形態を実施 191 53.5
　　　　　 注）その他入試は帰国子女もしくは社会人入試実施を示す。
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る。また，特別入試とは異なるが，一般入試に
代わる学力選抜として大学入試センター試験を
利用する形態もあり，すでに広く普及してい
る。さらに，これら多様な入試方式が同時にど
れくらいの大学で実施されているかをみると，
推薦・AO・その他の特別入試をすべて実施し
ている大学は 6 割を超え，さらにセンター入試
を含め，表 1 に示したすべての入試形態を実施
している大学は53.5％と過半を超え，入試の多
様化が進展している様子が伺える。
次に，各大学では学部の入学定員が，入試方
式ごとに割り振られ募集定員が決定される。こ
こで入学定員から学力による選抜である一般入
試およびセンター入試募集人数を入学定員総数
から引いた値を非学力入試入学者と定義し，そ
れが入学定員に占める割合（以下，非学力入試
入学率）の分布を見てみると，比率の最小は
1.5％，最大は90.0％，そして平均は48.2％（中
央値49.6％）であった（図 1 参照）。近年，私
立大学では半数近い学生が学力試験を経ずに大
学に入学していると推定される。
最後に，入学志願動向についてみていこう。
見方はいくつか考えられるが，ここでは入学定
員に対する全志願者の割合（志願倍率）を用
い，特別入試を含む全入試に対する志願動向を
概観する（図 2 参照）。
まず志願倍率の分布をみると，平均は5.54倍
であるが，標準偏差は4.88とかなり分布が広
がっている。また1.0倍未満，つまり定員割れ
となっている学部は全体の 7 ％にあたる24学部
に上り，さらに志願倍率が 1 ～ 2 倍である区間
が最大頻度90学部となっていることから分布は
左に大きく偏った形状となっている。
4 － 2 　計量モデル
ここで本研究における計量モデルを説明しよ
う。前節で理論展開したときに得た⑪式をベー
スとして，大学教育の需要関数が以下のように
対数近似できるものとする。
lnE=a0＋a1・lnPU＋a2・lnY1＋a3・lnα+a4・lnρ
まず被説明変数は大学教育の需要を表す変数
であることから2009年度の 1 年間に実施された
入学試験における入学定員に対する志願者の倍
率（志願倍率）を利用する。
次に，説明変数について，大学教育の価格
PUは各大学の初年度納付金を，また大学にお
ける奨学金は大学教育価格を低下させることか
ら，関連する変数として奨学金制度の有無をダ
ミー変数として利用する。また第 1 期における
所得について，これは受験生の資金調達可能性
を代理し，荒井（1998）では，勤労者の実質可
処分所得を，また五十嵐（1999）では，各大学
の入学者の出身都道府県割合から各都道府県の
平均現金給与額の加重平均を算出した値を用
い，そのほかの研究でも有意な効果が得られて
いる重要な変数である。しかし本研究では，各
大学の志願者において資金調達可能性に関する
十分な情報が得られなかったため，今回の分析
から除外した。この点は今後どのように取り扱
うことが可能かを検討したい。
そして，消費選好度と大学進学の収益性につ
いて，まず消費選好度は，大学教育需要者の消
費財としての選好が高まるように大学環境を整
備するという様々な取り組みを通じて高めるこ
とができよう。ここでは各大学・学部の女性比
率を用いる11）。先行研究で指摘されたように，
性役割分担の先入観によって経済学部等の進学
をあきらめてしまう女性は，本来，進学すれば
知的好奇心が満たされ効用を高めることができ
るはずであるが，その機会を失っていることに
なる。そこで女性比率を高め，女子学生に対す
る経済系や法学系学部の性役割意識を軽減し，
進学しやすい環境を整備することは大学教育の
消費選好を高める取り組みとなる。実際に，一
部の大学で工学部や経済学部の入試に女性を対
11）学問の性役割意識の払しょくのほかにも，JTBモチベー
ションズ（2010）の調査によると，職場に好感を持ってい
る，もしくは気になる異性がいる人は，仕事に対するやる
気が高いことが示されている。つまり，異性の存在は大学
生活におけるやる気を高め，消費財として効用を高める作
用があるということも考えられる。
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象とした特別選抜試験が行われていることから
も重要性が認識されている。しかし，こうした
取り組みは現時点では，それほど広く普及して
おらず，それゆえ効果についての検証も十分で
はない。したがって，ここで女性比率の効果を
検討することは，女性に対する特別選抜の効果
を検証することにもなる12）。次に，大学進学の
収益性について，各大学の就職状況を取り上げ
る。五十嵐（1999）のように東証一部上場企業
への就職人数等の詳細な就職情報は入手できな
いが，各大学の卒業者に占める就職率を用い
る。これは文部科学省が各大学に報告を求めて
いる就職希望者に占める就職（内定）率より厳
しい数値となり，より的確に各大学の就職力を
表すと考えられる13）。この就職率が高い大学ほ
ど，卒業後の将来所得に対する期待収益が高ま
ることとなり，結果として需要も高まると考え
られる。
さらに，本研究では消費選好度と収益性の効
果を明確に分離できない変数として，教育の質
も利用する。教育の質が高いことは消費面から
はより高いレベルの教育を受けることで知的好
奇心が満たされ，効用が高まる。一方，投資面
からは高い教育効果によって将来の稼得能力を
高めることができる。大学教育の質を定義する
ことは難しいが，ここでは各大学の教育環境を
表すと考えらえる指標として，教員一人当たり
の学生数を利用しよう。この教員一人当たりの
学生数は，少人数教育に対する視点を提供し，
その効果を検討する上で有益な変数である。
また，消費もしくは投資効果が明確でないが，
重要な変数を二つ利用する。一つ目は，大学入学
方法であり，先行研究に示された通り，それらの
方法を通じた受験のしやすさが志願者を集める効
果をもつ。ここでは入試方式に関する変数とし
て，各入試方式やどれくらい入試方式が多様化し
ているかに関するダミー変数と非学力入試入学率
を用いる。前者は，各大学が積極的に実施してい
る入試の多様化の効果を，また後者は，その結
果，どれくらいの学生を受け入れ，それがどのよ
うな効果をもつのかを検討できる。近年，私立大
学で普及している入試に関する取り組みについて
は先行研究では十分に取り上げられておらず，こ
の点を検証することは非常に興味深い。次に，二
つ目として，前年度の志願倍率に関する情報を利
用する。これは中島ほか（2005）でも検討され
た通り，前年度の志願倍率とは，前年度の受験者
が大学の魅力を評価したものとみなすことがで
き，今年度の受験者にとって非常に重要な情報と
なりえる。したがって本研究の分析においても先
行研究と整合的な結果が得られるのかを検討す
る。ただし，前年の志願倍率の情報が入手できな
かったため，ここではそれに類する前年の実質倍
率を利用する。実質倍率とは，志願者に対する合
格者の割合であり，需要面だけでなく，供給面の
情報を含む変数となっている点に注意が必要であ
る。
以上の議論より，本研究において利用する変
数は以下の通りである。
被説明変数：
Ｅ：大学教育の需要
　　　　 志願倍率：09年度の入学定員に対する
志願者割合（対数）
説明変数：
PU：大学教育の価格
　　　　初年度納付金（対数）
　　　　奨学金制度ダミー
Y1：資金調達可能性
　　　　本研究では使用せず
α：大学教育の消費選好度
　　　　学部の女性比率（対数）
ρ：大学進学の収益性
　　　　卒業者に占める就職率（対数）
　　教育・研究の質
　　　　教員一人当たり学生数（ 2 次項利用）
12）学生の女性比率のほかに女性教員の存在も重要であると
考えらえるが，そうした情報は現時点では得られなかっ
た。今後の課題としたい。
13）ただし，従来は就職率と言えば，ほぼ正社員としての割
合とみなせたが，近年，非正規社員として就職する大学生
が増加しており，今回の情報にはそうした正規・非正規の
内訳は不明なため，その点について注意が必要である。
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　　過去の評価
　　　　前年度の実質倍率（ 2 次項利用）
　　入試方式
　　　　 特別入試，センター試験利用などダ
ミー変数
そのほか各大学の属性の影響を取り除くた
め，学部規模，創立時期，女子大，総合大学，
地域（北海道，東北，関東，中部，近畿，中
国，四国，九州：基準は東京），学部（経済系
学部，経（商）営学部，経営系学部，法学部，
その他学部：基準は経済学部）に関して，それ
ぞれダミー変数を用いる。
4 － 3 　分析結果
分析結果は表 2 に示した14）。まず各大学の属
性の影響からみていこう。まず文系と理系学部
をもつ総合大学であることは，そうでない大学
に比べ，志願倍率が高くなる傾向が見いだせ
た。この結果は， 4 年制大学における経営戦略
のあり方の一つとして総合大学化を指摘した渡
部（1995）の研究成果を支持するものである15）。
次に，大学の設置されている地域からの影響で
ある。東京に設置されている大学と比べ，北海
道，東北，四国，九州の 4 地域では志願倍率に
違いは生じていない。これらの地域では，大学
教育市場の規模は九州を除きそれぞれ全体の
5 ％にも達しておらず，相対的に規模が小さ
い。また四国を除き地元志向が相対的に強いた
め地元出身者で需要が満たされ，かつ少数の地
域外需要を取り込むことがあると即座に志願倍
率が高まるという地域特性が示唆される。一
方，関東（東京以外），中部，近畿，中国の 4
地域では有意に志願倍率が低下し，特に関東に
設置されている大学ではその低下は著しく，東
京に設置されている大学との厳しい競争に晒さ
れていることが影響していると考えられる。次
に，学部をみると，経済学部と比べ，法学部で
は志願倍率に対する影響に差異はみられなかっ
たが，経営（商）学部，経営系学部（経営情報
学部など伝統的な学部名称でない），およびそ
の他学部（情報学部や政策学部など伝統的な名
称を含まない）では志願倍率が低くなった。こ
れは先行研究による新奇な名称の学部は良いイ
メージを高校生に持たれていないとの指摘とリ
ンクする結果である。
ここからは本研究の分析モデルから導いたパ
ラメータに関連する変数の影響をみていこう。
まず初年度納付金および奨学金制度の存在は，
志願倍率に対して影響を及ぼしていなかった。
初年度納付金については，大学教育費用の資金
調達可能性を計量モデルに組み入れていないた
めに効果が表れなかった可能性もある。そのほ
か奨学金制度の有無の効果が検出できなかった
理由としては，藤村（2006）で議論されたよう
に，ただ制度があるだけでは志願者が入学後に
奨学金をもらえるかどうかは定かではなく，予
約採用制のように大学選択の意思決定の際に，
奨学金を受けることが決まっていなければ費用
減や資金調達可能性を高めることにつながらな
いためと考えられる。
また，大学教育の消費選好度の代理指標とし
た学部の女性比率については，モデルの予想通
り，その比率が高いほど志願倍率が高まり，さ
らに，大学進学の収益性の代理指標である卒業
者に占める就職率についても，その比率が高い
ほど志願倍率が高くなることが確認できた。
次に，大学教育の質的な側面の効果について
みると，教員一人当たりの学生数は有意に志願
倍率に影響を及ぼしていた。その効果は， 2 次
項がマイナス， 1 次項はプラスの符号を示し
た。つまり，ある学生数において志願倍率に対
する効果がピークに達し，その学生数から乖離
すると，効果は低下，さらには負の効果が生じ
る。この教員一人当たりの学生数の効果を推定
14）データの記述統計量は巻末の付表を参照
15）渡部（1995）では，2000年代に入り，大学志願者が大幅
に減少することを予測されることから，そのもとで大学が
とるべき戦略を検討している。そこでは企業評価データ
と，個別大学の事例による分析から「規模拡大戦略」「個
性化戦略」「本業充実戦略」「多次元多角化戦略」の 4 つが
提案されている。総合大学化は「規模拡大戦略」の一形態
である。
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結果の係数値を用いると図 3 のようになる。
まず黒実線が推定値をそのまま利用して描い
たものである。この二次曲線から79人（ 1 学年
あたり約20人）のとき，志願倍率を最も高め，
168人（同，42人）を超えると志願倍率に対し
負の影響が生じる。また95％信頼区間における
推定値の下限値を利用して同様の二次曲線を描
くと，図の点線のようになり，このとき32人
（同， 8 人）で効果が最大となる一方で，64人
（同，16人）を超えると志願率に対しマイナス
の影響を及ぼす。ただし上限値を使うと，グラ
フには表れていないが205人（同，約41人）で
ピークに達し，410人（同，約82人）以上でマ
イナスの効果が生じた。
同様に 2 次項を利用して分析した前年の実質
倍率を見ると，これも 2 次項がマイナス， 1 次
項はプラスの符号を示した。つまり教員一人当
たりの学生数と同じく，効果のピークが存在す
る。推定結果を利用して計算すると，実質倍率
が9.3倍のとき，志願倍率に対する効果が最も
高くなり，下限値では5.2倍であった。この結
果は先行研究において「志願倍率が高いと次年
度の受験生が減少する」という通説が成立して
いないとする指摘とやや異なり，志願倍率は，
ある一定の倍率までは次年度の志願倍率にプラ
スの効果を及ぼすが，ピークを越えると負の効
果が発生するのである。
最後に，入試の多様化についてみていこう。
本研究で取り上げた公募推薦，指定校推薦，AO
入試およびその他入試（社会人入試等）といっ
た特別入試をすべて実施するという取り組み
は，志願倍率に対して有意な効果を示さなかっ
た。また特別入試を個別に検証したところAO
入試のみ志願倍率に対して負の効果が示され
た。さらに，非学力入試入学率が高いと志願倍
率が低くなるとの結果を得た。この一連の結果
より，入試の実施形態よりも，どれくらいの規
模で特別試験を通じた学生を取るのかという点
が志願倍率と関係していることが確認できる。
5 　まとめ
本研究は大学教育の需要を示す指標の一つで
ある志願倍率を取り上げ，それがどのような要
因によって影響を受けているのかを検討してき
た。ここでは，その結果から私立大学の入試に
対する戦略的な取り組みについて議論する。
4 節の分析から得られた主要な知見より，ま
ず今年度の志願倍率と次年度の志願倍率の関係
について，今年度の倍率が，ある水準を超える
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と次年度に対して負の影響が及ぶため，志願倍
率向上に対する無制限の取り組みには注意を要
する。しかし分析結果を見る限り，ある水準と
は低く見積もっても約 5 倍である。09年の実質
倍率では 5 倍を超える大学は 2 割弱に過ぎず，
多くの大学では志願倍率向上による次年度への
プラス効果を享受できる状況にあることから，
志願倍率を高めるための戦略的取り組みは依然
として重要である。
では，志願倍率を高める戦略的な取り組みと
は何か。まず，女子学生の比率の高さと志願倍
率の高さには強い関係が存在することから女子
学生獲得という取り組みは効果的である。個々
の大学で実施されている女子学生対象特別入試
の効果のほどは不明であるが，本研究の結果を
見る限り，女子学生を対象とした特別入試に
よって女子学生の比率を高めることができれ
ば，その効果は表れることが示唆される。次
に，学部の就職率の向上と志願倍率の高さの関
係より，大学教育の需要者は，卒業後に期待で
きる進路まで考慮に入れて大学を選択する傾向
が強いことが示された。したがって，就職率を
高めるような大学就職力の向上という取り組み
は効果的であろう。こうした取り組みは，将来
の大学需要を喚起するだけでなく，在学生への
就職活動をサポートすることにもつながり，彼
ら・彼女らの大学満足度を高める効果も見込ま
れる。さらに，教育の質向上について，少人数
教育では必ずしもより少ない人数であることが
効果的な訳ではなく，最適な人数が存在する。
このことはマンツーマンが教員の時間を一人の
学生に集中的に配分することで，より深い専門
教育を可能とするプラス効果がある反面，学生
間の関係が希薄になることでチームワークやコ
ミュニケーション力の向上を妨げるというマイ
ナス効果もあろう。このバランスを取るために
もある一定の人数が必要なのだと考えられる。
このように効果的な取り組みがある一方で，
従来から効果的であろうと考えられている取り
組みの中で効果が見出せないものがあった。た
とえば，学費抑制である。学費を抑制すること
は大学教育の価格を低下させることを意味し，
価格低下によってその財の需要が喚起されるは
ずである。しかし分析結果において，学費低下
の効果は検出できなかった。このことは先に述
べた通り，計量分析での変数の不備が影響して
いる可能性もあるが，近年，学費の多寡よりも
家計が重要視している要因が別にあるのかも知
れない。また，奨学金制度も入試の取り組みと
して考える場合，ただ制度があるというだけで
は志願者増加にはつながらず，大学合格と奨学
金がセットとして資金調達可能性を高める効果
が得られるようにする必要がある。また，学部
名称について，非伝統的な名称を用いる場合，
志願倍率を低下させる可能性があり，学部名称
の変更や新規学部設置時の名称決定に際しては
注意が必要である。
そのほか，入試方式については，AO入試の
実施は低い志願倍率と関係があり，さらに特別
入試による入学者比率の高さがより強く志願倍
率の低さと関係していた。ただしこのことから
AO入試をやめ，特別入試による定員確保を減
らすべきとはならない。確かにAOの実施や特
別入試による入学者の多さが，受験生に対し
て，その大学には学力試験を避ける学力レベル
の低い学生が集まるというマイナス情報を与
え，志願倍率が低下するという因果関係も考え
られるが，一方で逆の因果関係も影響している
可能性が強い。逆の因果とは，もともと志願倍
率が低いため，特別入試を大幅に拡大し，そこ
で多くの学生を確保しなければ入学定員を満た
すことができないという関係である。前者であ
れば，AO入試や特別入試を止めるという戦略
をとることもできるが，もし後者の影響が強け
れば，AO入試をはじめとする特別入試を止め
ることで，逆に定員割れを引き起こす可能性が
高まるため，十分な検証が必要となろう。
最後に，本研究には非常に多くの課題が残さ
れたままであるが，以下では次の 2 点述べ，結
語とする。まず上記で説明した志願倍率を高め
るための戦略的な取り組みについては，個々の
大学によって異なってくると考えられる。たと
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えば少人数教育でいえば，ある大学では20人程
度が最適な場合もあれば，別の大学では40名が
最適ということもあろう。つまり，各取り組み
が多くの大学で共通に必要とはなろうが，その
実践的な運用は個々の大学の事情に照らして検
討することが重要となる。また，本研究の議論
の背景は，大学経営を安定させるために入学定
員を確保する必要があり，そのために志願倍率
の上昇が重要であるというものであった。しか
しながら大学が志願者を増やす背景には，質の
高い学生を集めることで大学の質向上を目指す
という点も重要である。つまり，本研究で提示
した戦略取り組みが，質の高い学生を集めるこ
とに寄与するのかということは定かでない。そ
れゆえ，より質の高い学生に需要される大学教
育とは何か，また，それをいかに構築するのか
という点を検討することが次の課題となる。
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